
Ａ

交付対象
経費

国庫
補助
額

その他
（一般
財源や
補助対
象外経
費等）

電力・ガス・食料品等
価格高騰重点支援給付
金支給事業(追加給付)
【物価高騰対策給付
金】

Ｒ6.3 Ｒ6.7

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行
うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　294,000,000円　R５年度分の住民
税非課税世帯　4200世帯×70,000円
事務費　6,828,000円（需用費、役務費、業務委
託料、使用料、賃借料、人件費）
④R５年度分の住民税非課税世帯　（4200世
帯）

－ － － － 対象世帯に対して令和6年3月までに支給を開始する

物価高騰対応重点支援
給付金支給事業(均等割
のみ課税世帯分)【物価高
騰対策給付金】

Ｒ6.3 Ｒ6.7

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行
うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　100,000,000円　R5年度分の住民
税均等割のみ課税世帯　1,000世帯×100千円
事務費　1,264,000円 (需用費、役務費、業務委
託料、賃借料、人件費）
④R5年度分の住民税均等割のみ課税世帯
（1,000世帯）

－ － － － 対象世帯に対して令和6年3月までに支給を開始する

物価高騰対応重点支援
給付金支給事業(こども加
算分)【物価高騰対策給付
金】

Ｒ6.3 Ｒ6.9

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行
うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　24,300,000円　R5年度分の住民
税非課税世帯、R5年度分の住民税均等割の
み課税世帯と同一世帯となっている18歳以下
の児童　486人×50千円
事務費　4,272,000円（需用費、役務費、業務委
託料、使用料、賃借料、人件費）
④R5年度分の住民税非課税世帯、R5年度分
の住民税均等割のみ課税世帯と同一世帯と
なっている18歳以下の児童　486人

－ － － － 対象世帯に対して令和6年3月までに支給を開始する

Ｎｏ 交付対象事業の名称 事業の実施状況（成果）
事業
始期

事業
終期

実施計画における事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

成果目標 成果目標に対する実績

令和６年度繰越事業

令和６年度繰越事業

令和６年度繰越事業



中小企業等経営支援事
業（物価高騰対策）

Ｒ6.3 R6.3

①電力・ガス等のエネルギー価格高騰の影響
を受けている中小企業者または個人事業者を
支援するため、令和4年分の経費のうち光熱費
及び燃料費（36万円未満は対象外）の10％分
を中小企業等エネルギー価格高騰対策支援金
として最大20万円交付するもの
②支援金の追加
③支援金　14,085,000円
　（平均交付額123,000円×見込数575件）－予
算現額56,640,000円
④エネルギー価格高騰の影響を受けている中
小企業者または個人事業者（農林業者を除く）

13,291,957 13,194,138 - 97,819 

電力・ガス等のエネルギー価格高騰の影響を
受けている中小企業者または個人事業者を支
援するため、中小企業等エネルギー価格高騰
対策支援金を交付した。

支援金交付件数　496件
支援金　13,089,000円
事務費　202,957円

支援金交付575件 支給金交付件数　496件

プレミアム商品券発行事
業

Ｒ6.3 Ｒ7.1

①物価高騰の影響を受けている市民を支援す
るとともに、市内消費を喚起することにより地域
経済の活性化に資するため、プレミアム商品券
発行事業を実施する鴨川市商工会を支援す
る。
②補助金
③商品券（プレミアム分）2,000円×28,000セット
　事務費 23,878千円（商品券印刷代、金融機
関換金手数料等）
④物価高騰の影響を受けている市民

－ － － － プレミアム商品券販売率100％

給食事業 Ｒ6.3 R6.3

①現状の栄養バランス及び量を保った学校給
食の提供を継続するため、物価高騰の影響を
受けている給食用の賄材料費の増嵩費用を負
担する。なお、保護者が負担している給食費は
据え置くこととし、子育て世帯への経済的支援
を行う。
②賄材料費
③賄材料費　5,885,288円
　主食費（ご飯）高騰分　687,460円
　牛乳代高騰分　2,294,538円
　副食費高騰分　2,903,290円
④学校給食の提供を受ける園児、児童及びそ
の保護者（教職員は除く）

5,006,862 5,006,862 - -

現状の栄養バランス及び量を保った学校給食
の提供を継続するため、また、給食費を据え置
くことで子育て世帯への経済的支援をするた
め、物価高騰の影響を受けている給食用の賄
材料費の増嵩費用を負担した。

賄材料費（増嵩費用）　5,006,862円

令和5年度における給食費の値上げなし 令和5年度における給食費の値上げなし

令和６年度繰越事業


